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重点措置と緊急事態宣言の双方で、その適用後に新規感染者数の推移のトレンドに減少変化があ
り、両措置に効果があった可能性が示唆された。

１２ 効果の地域差について
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重点措置と緊急事態宣言の双方で、その適用後の新規感染者数の推移に統計学的に有意な変化は認め
なかった。

１２ 効果の地域差について
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１２ 効果の地域差について

概して、減少傾向が見られ効果があった可能性が示唆されるが、その効果には、地域差が見られる。



大阪府、京都府では、府独自の時短要請について、新規感染

者数の明確な減少は認めなかった。ただし、その後の感染拡

大の抑制に関係した可能性はある。また、まん延防止等重点

措置や緊急事態宣言については、減少傾向が見られる。

奈良県と和歌山県は、時短要請時点、または直後に既に減少

傾向にあり、時短要請による減少効果は確認できなかった。

両県においては、県独自の時短要請の効果よりも、大阪府の

感染動向による影響の方が大きかった可能性が示唆される。

全国の状況を見ても、まん延防止等重点措置の発出後は、概

して減少傾向が見られ効果があった可能性が示唆されるが、

その効果には地域差を認める。

１３ 評価

時短要請等と新規感染者の推移に関する評価

１４ まとめ

本県における飲食店への時短要請

県独自の飲食店への時短要請は、減少効果が現れない可能性
がある。

その効果が明確に見えない中で、経済活動への影響や私権の
制約につながる飲食店への時短要請については、慎重に判断
する必要がある。

「まん延防止等重点措置」については一定減少の効果が見ら
れるところであり、病床がひっ迫する等により、本県におい
て飲食店への時短要請を行う際には、同時に「まん延防止等
重点措置」の要請を国に対して行うことを検討する。

なお、これらの検討にあたっては、季節変動や変異株の影
響、ワクチン接種の効果などにより、今後の感染動向がこれ
までの感染動向とは異なるものとなることが十分に考えられ
ることを踏まえる必要がある。


